
釧路川減災対策部会 設置趣旨 

 平成 27年 9月関東・東北豪雨では、流下能力を上回る洪水により利根川水系鬼怒

川の堤防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流出や広範囲かつ長時間の浸水が発

生しました。また、これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水害では例を見な

いほどの多数の孤立者が発生する事態となりました。今後、気候変動の影響により、

このような施設の能力を上回る洪水の発生頻度が高まることが懸念されています。 

 こうした背景から、平成27年 12月 10日に社会資本整備審議会会長から国土交通

大臣に対して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会

意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申されました。 

 本答申においては、氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備

える「水防災意識社会」を再構築する必要があるとされています。また、そのため

の施策として、関係者が連携して避難に関する計画の作成や水防等の減災に関する

様々な課題に対応するための協議会等の仕組みを整備する等、円滑かつ迅速な避難

の実現、的確な水防活動の推進等を図るための取組を進めるべきとされています。 

 このことを踏まえ、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体

的、計画的に推進し、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築す

ることを目的とし、河川管理者、北海道、関係市町村等からなる「釧路川減災対策

部会」を「釧路川水防連絡協議会」の中に設置するものです。 

資料２ 


